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島根原子力発電所 

原子炉施設保安規定変更の認可申請について

  当社は，島根原子力発電所原子炉施設の保安活動等を定めた保安規定を変

更するため，本日，経済産業省に認可申請を行いました。  

  これは，本年3月末の発電設備の総点検結果を踏まえ，発電設備の安全・保

安の向上，安全文化の構築につながる対応として，「実用発電用原子炉の設

置，運転等に関する規則（以降，「実用炉規則」という。）の一部を改正する省

令」が公布（8月9日）されたことから，当社の保安規定に改正内容を反映するた

め行ったものです。  

 

  なお，当社は，7月31日にも保安規定変更の認可申請を行っていますが，これ

は，発電設備の総点検結果を踏まえた経済産業省の行政処分である，保安規

定変更命令（4月20日）に基づくものであり，今回の実用炉規則改正による変更

とは異なるものです。 

 

  添付資料 

   実用炉規則の改正内容と保安規定変更の概要[PDF:181KB]

以上

 

 
関連リンク 

・ 原子力発電（環境@エネルギー）



添付 
 

実用炉規則の改正内容と保安規定変更の概要 

 

<新たに条文が加わった改正> 

実用炉規則の改正内容（下線は改正部分） 保安規定変更の概要 
（保安活動の改善） 

第７条の三の七 

二 生じるおそれのある不適合を防止するための

予防に関する処置に関する手順（第十九条の十

七各号に掲げる事故故障等の事象その他が発

生した根本的な原因を究明するために行う分

析（以下「根本原因分析」という。）手順を含

む。）を確立して行うこと。 

○１１月末までに変更案を策定し，認可申請しま

す。※１ 

 

（作業手順書等の遵守） 

第７条の四 法※２第三十五条第一項の規定によ

り，原子炉設置者は保安規定に基づき要領書，作

業手順書その他保安に関する文書（以下「作業手

順書等」という。）を定め，これらを遵守しなけ

ればならない。 

（第１６条一および二十と合わせて対応。） 

○法令および保安規定の遵守の体制について記載。

○保安規定から各社内要領への関連付けが明確と

なるよう規程類体系表に明記。  など 

 

（原子炉の運転） 

第１２条 

九 運転上の制限（保安規定で定める原子炉施設の

運転に関する条件であって、当該条件を逸脱した

場合に原子炉設置者が講ずべき措置が保安規定

で定められているものをいう。以下第十九条の十

七において同じ。）を逸脱したときは、その旨を

直ちに経済産業大臣に報告すること。ただし、第

十九条の十七第五号に掲げるときを除く。 

○運転上の制限を逸脱した場合，直ちに経済産業大

臣に報告する旨を記載。 

（保安規定） 

第１６条 法※２第三十七条第一項の規定による保

安規定の認可を受けようとする者は、認可を受け

ようとする工場又は事業所ごとに、次の各号に掲

げる事項について保安規定を定め、これを記載し

た申請書を提出しなければならない。 

一 関係法令及び保安規定の遵守のための体制（経

営責任者の関与を含む。）に関すること。 

○法令および保安規定の遵守の体制について記載。

○社長の職務にコンプライアンスに関する記載を

追加。 

第１６条 

二 安全文化を醸成するための体制（経営責任者の

関与を含む。）に関すること。 

○安全文化醸成の体制について記載。 

○社長の職務に安全文化醸成に関する記載を追加。

第１６条 

四 原子炉主任技術者の職務の範囲及びその内容

並びに原子炉主任技術者が保安の監督を行う

上で必要となる権限及び組織上の位置付けに

関すること。 

（変更命令により対応済み） 

・原子炉主任技術者を組織面，人事面において発

電所の保安組織から独立させる。 

・主任技術者の業務が著しく過大となり，保安の

監督が疎かにならないよう専任化する。 など 

第１６条 

二十 作業手順書等の保安規定上の位置付けに関

すること。 

○保安規定から各社内要領への関連付けが明確と

なるよう規程類体系表に明記。 

 

第１６条 

二十一 保守点検を行った事業者から得られた保

安に関する技術情報についての他の原子炉

設置者との共有に関すること。 

○保守点検事業者から得た保安に関する技術情報

を他の原子炉設置者と共用する旨を記載。 

○共用した情報を自らの原子炉施設の保安を向上

のために使用することを明記。 



実用炉規則の改正内容（下線は改正部分） 保安規定変更の概要 
第１６条 

二十二 不適合が発生した場合における当該不適

合に関する情報の公開に関すること。 

○公開基準に沿い，不適合の内容をニューシア※３

へ登録する旨，明記。 

 

<条文の一部が改正されたもの> 
実用炉規則の改正内容（下線は改正部分） 保安規定変更の概要 

（記録） 

第７条 表中のリ 

記録事項：警報装置から発せられた警報の内容 

記録すべき場合：その都度 

保存期間：１年間 

○省令で規定された範囲の警報について，発報の都

度記録し，保存することを記載。 

（保安活動の実施） 

第７条の三の五 

二 外部から物品又は役務を調達する場合は，実施

計画に適切な調達の実施に必要な事項（当該物

品又は役務の調達後におけるこれらの維持又

は運用に必要な技術情報（保安に係るものに限

る。）を取得し，他の原子炉設置者と共有する

ために必要な措置に関することを含む。）及び

これが確実に守られるよう管理する方法を定

めること。 

○外部調達先への要求事項として，物品や役務の調

達後に，維持や運用に必要な技術情報（保安に係

るものに限る）の提供に関する項目を追加。 

 

 

第１６条 

五 原子炉施設の運転及び管理を行う者に対する

保安教育に関することであって次に掲げるもの 

ロ 保安教育 

(1)関係法令及び保安規定の遵守に関すること

○具体的な保安教育の内容およびその見直し頻度

を社内要領に定め実施する旨を記載。 

第１６条 

十六 原子炉施設に係る保安（保安規定の遵守状況

を含む。）に関する適正な記録及び報告（第

十九条の十七各号に掲げる事故故障等の事

象及びこれらに準ずるものが発生した場合

の経営責任者への報告を含む。）に関するこ

と。 

○適正な記録がなされるよう明記。 

（報告に関しては，変更命令により対応済） 

・重大な事態が発生または発生の恐れがある場合，

社長に適切な報告がなされる体制を整備。 

・運転上の制限からの逸脱又は安全上重要な機器

等に関する技術基準への不適合が生じた場合

は，社長への報告事項であることを明確化。など

第１６条 

十九 原子炉施設の品質保証に関すること（根本原

因分析の方法及びこれを実施するための体

制を含む。）。 

○１１月末までに変更案を策定し，認可申請しま

す。※１ 

 

<その他> 

実用炉規則 保安規定変更の概要 
第１６条 

十二 原子炉施設の巡視及び点検並びにこれらに

伴う処置に関すること。 

発電設備の総点検の結果等を踏まえ，保安活動の明

確化のため，立入制限区域の巡視・点検について社

内要領に定め実施する旨を記載。 

※１）省令に，当該項目に関する保安規定変更の認可申請の期限が「平成 19 年 11 月 30 日までに経済産

業大臣に申請書を提出しなければならない。」と規定されており，それまで十分な検討を行った

うえで，変更の認可申請を行います。 
２）法とは「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」いわゆる原子炉等規制法。 

 ３）原子力発電所や原子燃料サイクル施設の運転に関する情報（トラブル情報など）を広く共用化す

るためのサイト。（NUClear Information Archives の略で，NUCIA(ﾆｭｰｼｱ)と称する。） 

以 上 
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